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9 石橋氏の 2012 年度の所属部署は神奈川県県民局県民活動部 NPO 協働推進
課 NPO 支援グループであったが、2013 年度から「部」名が変更になり、現
在は「くらし県民部」となっている。
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影山　オープンイノベーションとしての協働  　　　　　　　　
―神奈川県の事業に見るコーディネーターの意義と役割―
①　普段からの情報集め
　まず、第1のポイントは、普段から、新聞やネットで、協働や社会貢献
といったキイワードで、企業やNPOの情報を集めることである。企業で
あれば、社会貢献に取り組んだり、NPOと連携をしていたりする場合、
業種や社会貢献の内容など、NPOであれば、ミッションや活動内容、活
動地域などを記録しておけば、協働を促すためのデータベースができる。
　さらに、どの企業とNPOが、どのような事業のために、いかなる形で
つながっているかといった協働事例についての情報も必要である。協働の
形態をイメージしやすくなる。
　このようなデータベースがあれば、「パートナーシップミーティング」
への参加を呼びかけたり、社会貢献を進めようとしている企業や、協働を
模索している企業やNPOに対して、取組みを進めるための協働相手を紹
介したり、協働のあり方を提案したりすることが容易になる。
　
②　アウトリーチを基本とした声掛け
　「パートナーシップミーティング」への参加はもちろん公募であるが、
社会貢献を進めている企業や協働に関心がありそうな企業、企業との協働
を進めようとしているNPOには、石橋氏は、積極的に声掛けをして参加
してもらっている。協働が成立する可能性が高くなるからであるが、声掛
けの際は、石橋氏が出向くようにしている。いわばアウトリーチを心がけ
ているのである。呼びつけて参加を促すのでは、「行政と企業とNPOの協
働」という構図は成り立たない。企業とNPOとの協働の促進を目的とす
る当事業の場合、行政のスタンスは前面に出て来にくいが、事業成立の大
前提として、行政と社会的諸主体との協働という構図があるのである。
　
③　「パートナーシップミーティング」当日の仕込み
　当日は、きっかけを作りやすくするために、協働事業が成立しそうな企
業とNPOを同じテーブルにつけるとともに、各テーブルに配置されたファ
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シリテーターに、事前にターゲットとなる企業とNPOの情報を与え、両
者のコミュニケーションを促進するよう依頼している。
　また、「パートナーシップミーティング」の最後に設定されている交流
会では、石橋氏自身が企業とNPOに声をかけてコミュニケーションを図
るよう促している。
　
④　行政らしさの排除
　「パートナーシップミーティング」に参加した企業やNPOの意思の疎通
を図るためには、話しやすい雰囲気があることが重要である。しかし、行
政のイベントは堅苦しいことが往々にしてある。そこで、石橋氏は、行政
らしさを極力排除し、話しやすい雰囲気づくりを心掛けている。行政らし
さの排除は、「パートナーシップミーティング」の場だけではない。企業
やNPOと初めて会う際にも、それを心がけている。石橋氏によれば、「行
政職員は、どうせこんな感じ」という「期待」を「裏切ること」によって、
関心を持ってもらえたり、自分たちと同じ目線で話ができるという印象を
持ってもらえたりし、話が進みやすいとのことである。
　
⑤　会合への積極的立会い
　「パートナーシップミーティング」でマッチングの可能性が生じ、企業
とNPOが後日、会合を持つことになった場合、その会合の場に石橋氏も
出向き立ち会っている。何回かの会合がある場合、極力すべての会合に出
るようにしている。この点は極めて重要である。通常、業務が多々ある中
で、会合にまで立ち会うことは大変である。
　しかし、協働が成立しにくいのは、収益とミッションなど事業評価の基
準が異なるなど、事業慣行が異なり、企業とNPOの間に共通言語がない
ことによって、すれ違いが生ずることが大きい。その結果、会合を重ねて
も事業計画を作り込めず、協働の成立に至らないのである。さらに双方に
不信感があることもある。
147
影山　オープンイノベーションとしての協働  　　　　　　　　
―神奈川県の事業に見るコーディネーターの意義と役割―
　それに対し、行政職員が会合に立ち会う場合、どちらかの視点に偏るこ
となく、両者をつなぐための「通訳」ができるし、協働事業に関するアド
バイスもできる。NPOを安上りの下請けと見る企業がいたり、企業側の
事情やメリットを考えないNPOがいたりする中、行政が立ち会ってくれ
れば、双方の安心感にもなる。
　
⑥　マッチングのイメージ形成
　「パートナーシップミーティング」当日の仕込みを行ったり、協働相手
を紹介したり、会合に立ち会ったりすることによって協働を促す際、企業
の業務領域とNPOの活動領域が近そうだから何とかなるのでは、などと
いう楽観的スタンスでは、協働は進まない。その程度で進むのであれば、
協働が課題になることはない。ある企業とあるNPOを結びつけようとす
るのであれば、どの領域でどのような事業をどのように進めれば、企業と
NPOの双方にとってメリットを確保しつつ、協働を成立させることがで
きるかという、大まかなイメージを形成しておくことが必要である。つま
り、大まかであれ自分なりの事業プランをイメージしておくのである。
　協働が進みにくい背景には、事業プランが容易に思いつかないことがあ
る。しかし、悩んでいる協働当事者である企業やNPOより、第3者的観点
から的確な判断やアイデア導出ができる場合もあり、客観的観点から適切
なアドバイスがなされるのであれば、壁が乗り越えられる可能性もある。
　
（２）行動の意味
　石橋氏からうかがった話には、協働を促進するノウハウがちりばめられ
ているように思われる。その中で、何より重要と思われるのは、②や⑤に
見られるように、積極的に庁舎の外に出てゆき、企業やNPOと対等な立
場で積極的にかかわろうとする姿勢である。事業を委託に出し、受託した
団体に企業やNPOとのかかわりを丸投げしつつ、行政が離れたところか
ら監督するといったスタンスもありうる。しかし、それでは、「行政と企
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業とNPOの協働」にはならない。もちろん、行政と受託者との協働にもなっ
ていない。そこに、イノベーションが生まれることはないであろう。
　それに対して、庁舎外に出てゆく石橋氏の行動は、「行政と企業とNPO
の協働」ならびに「企業とNPOの協働」という二重の協働を成立させる
基盤作りになっている。すなわち、協働は、組織間であったとしても、担
い手レベルの信頼関係が重要な意味を持つ。信頼関係がなければ協働が成
立し、さらに継続されることは難しくなる。そうであるとするならば、「３．
社会性戦略の時代」「（３）対自的感性主義の時代」で触れたブランディン
グの場合と同様に、「顔が見える」レベルを超えて、「姿勢や思いが見える」
レベルが必要である。
　姿勢や思いを見せるためには、ただ単に外に出てゆけばよいのではない。
何よりも、自分に課された役割を自分なりに考え、その役割を果たすには
どうしたらよいかを考える視点があることが重要で、石橋氏には、その視
点がある。「社会課題を解決するための協働のためには、自分はこうすべき」
という確信や信念を持って取り組む姿勢が、共感という感性主義的反応を
呼び、企業やNPOを巻き込み、協働の成立につなげるのである。
　現代は、「感性」カテゴリーをカギとした対自的感性主義の戦略や行動
が求められているのである。
　
６．むすびにかえて
　本稿で扱った事例が物語っていることは、現代の行政機関には、地域の
オープンイノベーションを促進するコーディネート機能が期待されている
ということである。したがって、その役割を果たすことができる職員を育
成することが喫緊の課題と言える。ただ、そのような職員を育てるために
は、座学の研修プログラムではなく、OJTで育てざるを得ない。というのは、
企業とNPOをつなぐためには、それぞれのニーズや特性を把握し、つな
がる可能性や協働の効果を推し量り、双方に協働を働きかける具体的ノウ
ハウが必要となる。その際、協働に至る経緯や協働のあり方は、取り組む
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社会課題や参加主体によってさまざまであるため、ケースごとに対応する
必要があり、暗黙知を含む複雑なノウハウになる。そのようなノウハウは、
さまざまな実体験を通して形成せざるを得ないのである。しかし、どの行
政機関を見ても、そのような職員を速成するための研修・教育プログラム
が完備されているとは言い難い。
　そこで、職員の中には、企業とNPOの協働の現状に直面して、自らに
課された役割を直感的に感じ取り、積極的に外部に出てゆき、コーディネー
ト機能を果たそうとする場合がある。その中で、試行錯誤を繰り返しつつ
ノウハウを形成することによって、有能なコーディネーターとして成長し
ている。本稿でふれた石橋正尋氏はその一例である。このような職員は、
横浜市をはじめとした他の行政機関でも見受けられる。
　しかし、神奈川県の事例にみられるようなコーディネーターが周りにい
ない場合、協働を図ろうとする組織の構成員がその役割を果たさねばなら
ない。最初からそのノウハウを持つことが難しいとすれば、企業の場合、
その役割を果たすことができる社員を育成せねばならないということであ
る。
　そのためには、行政機関の場合と同様、社会とつながる現場で、つまり
OJTで育てる必要がある。それを認識している企業は、NPOでプロボノ
をさせている場合もある。しかし、そのようなプログラムがなかったり、
企業側が育てる必要性に気付いていなかったりする場合、社員が社会と直
接接触する必要を認識し、自らオフィスの外に飛び出ていくことが必要
となる。有能な社会貢献担当者やCSR担当者は、総じて自律的に行動し、
社会に飛び込んで行っている。企業にとってそのような社員を積極的にサ
ポートすることが、今後の人的資源管理策として不可欠の重要性を持つ。
　そのような自律的社員が増えれば、企業も社会も自律的な主体が構成す
る機構となる。すなわち、対自的感性主義に基づくネットワーク型の機構
である。それこそ、われわれが目指す社会システムである。社会が変わろ
うとする時、社会は担い手の問題意識や行動を通してその方向性を指し示
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す。社会にとって必要なものを把握し、それに対応することが行政にとっ
ては効果的施策となり、企業にとっては存続につながり、NPOにとって
はミッションを果たすことにつながる。コーディネーターを介した効果的
協働の取組みが、時代を拓くのである。
　
＊神奈川県県民局くらし県民部NPO協働推進課NPO支援グループ主任主
事 石橋正尋氏には、長時間にわたるヒアリングにご対応いただくととも
に、貴重な情報も提供頂いた。ここに記して謝意を示したい。
　
【2015年4月20日脱稿】
　
